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して必要な準備行為を行うことができるものとし、甲は、必要かつ可能な範囲で乙に

対して協力するものとする。 

２ 乙は、事業契約の本契約締結後速やかに、前項の定めるところに従ってなされた準備

行為の結果を事業予定者に承継させるものとする。 

 

（事業契約の不調） 

第 10条 事由の如何を問わず事業契約が締結に至らなかった場合には、本協定に別段の定

めがない限り、既に甲および乙が本事業の準備に関して支出した費用は各自の負担と

し、相互に債権債務関係の生じないことを確認する。 

 

（有効期間） 

第 11条 本協定の有効期間は、本協定が締結された日を始期とし、事業契約が終了した日

を終期とする期間とする。 

２ 前項の定めにかかわらず、事業契約が締結に至らなかった場合には、事業契約の締結

不調が確定した日をもって本協定は終了するものとする。ただし、本協定の終了後も、

前条の定めは有効とし、甲乙はこれに拘束されるものとする。 

 

（救済措置） 

第 12 条 乙を構成する法人のいずれかが本事業の入札について第６条第３項各号のい

ずれかに該当するときは、甲は、事業契約の定めるところに従って事業契約を解除

できるものとする。係る事業契約の解除により、事業契約の条項に基づき事業予定者

が違約金を支払ったときは、第 6６条第 4４項に基づく違約賠償金の支払いのうち事

業予定者が事業契約に基づき支払った違約金の額に相当する部分を乙に対し請求でき

ないものとし、また、事業契約の定めるところに従って事業予定者が甲の損害の一切

を賠償した場合には、第６条第５項の超過分についても乙に対し請求できないものと

する。 

 

（秘密保持等） 

第 13 条 乙は、本事業に関して甲から開示されたすべての情報のうち次の各号に掲げ

るもの以外のもの(以下｢秘密情報｣という。)について守秘義務を負い、当該情報

を漏らしてはならない。 

(１) 開示の時に公知である情報 

(２) 甲から開示を受ける以前に既に乙が自ら保有していた情報 

(３) 甲がこの契約に基づく秘密保持義務の対象としないことを承諾した情報 


